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釧路川では、平成 年 月、記録的な降雨により釧路川左岸 ～ の川表

で法面すべり等の河川被害が発生した。被災後から調査・検討を行い、平成 年に

は被災メカニズム解明を反映した解析結果から対策工法は法面緩勾配化（ 割以上）

が妥当であると結論を得た。本実験は、 割勾配の試験堤防に対し、堤防の安定検討

への反映を目的とし、釧路川流域の計画降雨及び気候変動を考慮した降雨を人工的

に作用させ、降雨浸透に対する堤体の強度変化や浸透挙動を調査したものである。

 

1 はじめに 

釧路川では、平成 年 月に つの台風上陸

に伴い、観測史上最多の記録的な降雨によって左

岸 ～ の川表で堤防法面すべりの河川

被害が発生した。被災後は被災要因の検証や復旧

工法が検討され、同年に復旧されている 。被災

直後からこれまでの調査や検討により、被災は降

雨が堤防法面に浸透し、法面が飽和状態となり被

災した可能性が考えられた 。このため、筆者ら

は平成 年に被災堤防を再現した実大試験堤防

に対して、被災時の降雨履歴を再現した散水実験

を行い、被災メカニズムの解明を試みた 。さら

に被災メカニズム解明を反映した浸透流及び安

定解析結果から、法面勾配は 割以上が妥当であ

るとの結論を得た 。このような経緯から現在、

法面すべりの対策として法面の緩勾配化が検討

されており、釧路川で検討されている法勾配 割

の試験堤防が令和 年に造成された。試験堤防に

は、釧路川の堤防材料として主に使用される材料

を用いており、実堤防の条件が再現されている。

本実験は、 割法勾配の試験堤防に対して、堤

防の安定検討への反映を目的として、釧路川流域

における計画降雨及び気候変動を考慮した降雨

を人工的に作用させ、降雨浸透に対する堤体の強

度変化や浸透挙動を調査したものである。

2 実験概要 

散水実験は、釧路川左岸 付近の高水敷に

造成された実物大の試験堤防 堤（写真 ）に

対して実施した。降雨は、釧路川流域における計

画降雨 及び当該地周辺流域の気候変動を

考慮した降雨 を与えた。

試験堤防は、 と が造成されており、

の試験堤防には、堤内側法尻にドレーン工

が設置されている。また、実験中の堤体内水位を

計測する目的で水位計、堤体への降雨の浸透挙動

を把握する目的で土壌水分計が設置されており、

実験中の降雨の浸透挙動や浸潤面を観測した。実

験の各段階では法

面に対してポータ

ブルコーン貫入試

験を実施し、法面

強度と降雨の浸透

挙動の関係性につ

いて調査した。

Full scale test levee watering experiment considering the increase in rainfall due to climate change. 

気気候候変変動動にによよるる降降雨雨量量増増加加をを考考慮慮ししたた実実大大試試験験堤堤防防へへのの散散水水実実験験  

写写真真 試試験験堤堤防防全全景景

（第 回地盤工学会北海道支部技術報告会 北海道支部 発表論文の再構成）
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例えば、海岸等の沿岸岩崖に生息する 魚食

性希少猛禽類のミサゴ をマスコット・イメー

ジキャラクターとした水産加工品の「商品化」

や「配送サービス等」等は地域特徴をアピー

ルできると考える 写真 。
※ 自然環境要素はイメージ戦略とも親和性が高く、

鳥類や魚類、哺乳類だけでなく、昆虫類や両生類、

植物等の中にも、地域の独自色を高め、人々に強

く印象づけるものが数多く存在する。
 

写真 漁村等の地域特徴を表す魚食性猛禽類の

ミサゴ 水産物との係わりのイメージが強い

 

4.4 維持管理体制 
定住者・管理者の維持 産官学との連携等

過疎化地区等でコンテンツ等により地域活

性化を行っても、住民等の定住がないと閑散

とした雰囲気は続いたままでなかなか地域活

性化は推進されない。

しかし、限界集落状態で住民がほとんど住

んでいないことは、逆に地域活性化のまちづ

くりテーマを決めれば、一気に推進できる起

爆剤ともなり得るし、丸ごと地区集落のイン

フラをコンテンツ施設にそのまま転用できる

という利点もある 図 。

図 統一した街並みのイメージ案

なお、複数の大学機関と連携し地域活性に

向けた取り組みを行っている市町村もあり、

これら教育機関や民間企業等の研究施設等を

誘致し、その研究者や管理者等に一定期間を

交替で定住してもらえれば、集落地区として

維持され地域活性化の促進度合いは高まる。

治安対策 定住者維持の副次効果

過疎化した集落をそのままにし、空き家を

放置した状態になると、不審者等が侵入し勝

手に定住利用する等、治安面でも問題が残る。

実際、近年では、周辺国からの漂流民が勝手

に一時定住し、漁業施設 番屋等 で生活や物

品の持ち出し等の不法行為を起こすとともに、

地域の安全性が損なわれた事例もある。

このような観点から、過疎化地区や限界

集落に定住者を呼び戻し定着させ集落の活

気を維持することは、治安維持の観点から

も重要であり、地域活性化の副次的効果が

得られる。

外資等からの環境保全

近年、林野業の衰退や過疎化により山林

の価値が下落し、多くの土地が容易に外資

に売り払われる状況が発生している。ただ

し、これら山林は貴重な地下水や河川源流

部の水源林として機能性を有している。日

本では元々このような山野環境が多いため、

さほど重要な環境ではないとの認識が強い

が、水確保が難しい諸外国から見れば、「宝

の山」のような環境が分布しており、これ

ら環境を戦略的に保全しない手はない。※

山野が多くその面積も広大な北海道では、

特に良質な水源環境が数多あることから、

このように機能性の高い環境を改めて把握

し、保全計画等も併せて地域活性化に盛り

込むことで、地域活性化事業を総合・多様

的かつ持続的に推進する必要がある。
※ かつて福沢諭吉は、地元のある景勝地が売り

にだされていることを知り、私財を投じてその

土地の開発を防ぎ地域の人に譲渡するという、

自然や景観保全のためのナショナルトラスト運

動の先駆けを行っている。

写真 水源となり得る山野の沢

5 おわりに 
地域活性化コンテンツ 観光やレジャー等 の

多様性が求められる今の世の中において、地域

がローカル・ニッチ 独創的な隙間市場 を客観

的 北海道外・国際的 な視野で捉えられるよう、

本資料がその一助になればよいと思います。

参考文献

「政府における地域活性化施策について」 内

閣府

「北海道の過疎対策について」 北海道 総合

政策部 地域創生局地域政策課

「耶馬溪――福澤先生と環境保全・朝吹英二

生家跡」 慶応義塾大学出版会
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3 実験方法 

実験の方法及び試験堤防のモデル化の詳細を

以下に示す。 

 

3.1 試験堤防の土質 

試験堤防の土質は、釧路川で実際に使用されて

いる土質が使用されており、堤体は細粒分含有率が

20％程度の砂質土で構成し、川表、川裏法面の表

層は、細粒分含有率 40％程度の中間土（ここでは

粘性土扱いとする）で拡幅されている（図 3.1）。堤

体の砂質土は近傍の土取り場（山）から採取し、法

面表層の粘性土は高水敷より採取した。 

表表 盛盛土土材材料料のの物物性性値値

盛土材料
湿潤密度

ρ

含水比 飽和度 透水係数

堤体土 砂質土 ×

拡幅土 粘性土 ×

 

3.2 試験堤防の形状,境界条件,観測計器の配置 

試験堤防の法面勾配は 3 割勾配である。境界条

件は、今回の実験が法面への降雨の浸透の把握等

を目的としており、かつ、被災時の基礎地盤が粘性

土（不透水性）であったことから、基礎地盤表面には

止水シートと粘性土が敷設されている。また、被災箇

所の堤防天端には、アスファルト舗装が施工されて

いることから、試験堤防に対しても同様にアスファル

ト舗装が施工されている。これにより、堤体内水位の

基礎地盤への浸透、堤防天端からの雨水の浸透な

どの影響を排除することができ、不透水性を確保す

ることが可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測計器は、水位計と土壌水分計を設置し、実

験中の堤体内水位と体積含水率を継続的に観測し

た。水位計の設置位置は、川表と川裏法面のそれ

ぞれの法肩、法面中央、法尻とし、各水位計の近傍

に土壌水分計(深度 0.20m, 0.40m, 0.60m, 0.80m)を

設置した（図 3.3）。水位計や土壌水分計の観測

は、試験前～試験終了の翌日まで実施した。観測

は、試験堤防縦断方向中央の観測測線（A,B）を主

要な観測測線とし、その上下流に一定の離れで補

助観測測線（C,D）を設置した（図 3.4）。 
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3 実験方法 

実験の方法及び試験堤防のモデル化の詳細を

以下に示す。 

 

3.1 試験堤防の土質 

試験堤防の土質は、釧路川で実際に使用されて

いる土質が使用されており、堤体は細粒分含有率が

20％程度の砂質土で構成し、川表、川裏法面の表

層は、細粒分含有率 40％程度の中間土（ここでは

粘性土扱いとする）で拡幅されている（図 3.1）。堤

体の砂質土は近傍の土取り場（山）から採取し、法

面表層の粘性土は高水敷より採取した。 

表表 盛盛土土材材料料のの物物性性値値

盛土材料
湿潤密度

ρ

含水比 飽和度 透水係数

堤体土 砂質土 ×

拡幅土 粘性土 ×

 

3.2 試験堤防の形状,境界条件,観測計器の配置 

試験堤防の法面勾配は 3 割勾配である。境界条

件は、今回の実験が法面への降雨の浸透の把握等

を目的としており、かつ、被災時の基礎地盤が粘性

土（不透水性）であったことから、基礎地盤表面には

止水シートと粘性土が敷設されている。また、被災箇

所の堤防天端には、アスファルト舗装が施工されて

いることから、試験堤防に対しても同様にアスファル

ト舗装が施工されている。これにより、堤体内水位の

基礎地盤への浸透、堤防天端からの雨水の浸透な

どの影響を排除することができ、不透水性を確保す

ることが可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測計器は、水位計と土壌水分計を設置し、実

験中の堤体内水位と体積含水率を継続的に観測し

た。水位計の設置位置は、川表と川裏法面のそれ

ぞれの法肩、法面中央、法尻とし、各水位計の近傍

に土壌水分計(深度 0.20m, 0.40m, 0.60m, 0.80m)を

設置した（図 3.3）。水位計や土壌水分計の観測

は、試験前～試験終了の翌日まで実施した。観測

は、試験堤防縦断方向中央の観測測線（A,B）を主

要な観測測線とし、その上下流に一定の離れで補

助観測測線（C,D）を設置した（図 3.4）。 
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天端ｱｽﾌｧﾙﾄ 

3.3 散水方法 

散水は、散水孔の空いた農業用散水ホー

スを川表、川裏法面にそれぞれ設置し、平面

的な散水を行った（写真 3.1）。 

散水は、釧路川から水中ポンプにより取水

した水をノッチタンクへ貯水し、ノッチタンクか

ら給水ポンプを用いて農業用散水ホースへ給

水した。ノッチタンクに貯水した際には、ノッチ

タンク内で濁水処理を行い、ホースや機器類

の目詰まりを防ぐためにゴミを除去するよう計

画した。給水ポンプには、圧力を一定圧力に

制御することが可能なポンプを用い、長時間

安定して散水ホースへの給水を行うことを可

能とした。降雨量は、事前降雨(5mm/h×2 時

間)、計画降雨(10mm/h×21.3 時間，総降雨

量 213mm) 、気候変動を考慮した降雨

(10mm/h×21.3h+20mm/h×5.1 時間，総降

雨量 315mm)を与える計画とした。降雨強度

は、各散水ホースに設置したバルブ及び流量

計により送水量を調整し、送水量と散水面積

により調整した。気候変動を考慮した降雨に

ついては、試験堤防 No.1 のみを対象とし、

No.2 の散水ホースを移設することで 20mm/h

の降雨を作用させた。 

 

4 散水試験の結果 

前述の方法で実施した散水試験結果を以下に示

す。 

4.1 実験スケジュール（図 4.1） 

実験は、試験堤防 No.1 と No.2に対して散水した

もので、事前降雨を与えてから計画降雨 213mm

（10mm/h×21.3h）を与え、その後、気候変動降雨

315mm（10mm/h×21.3h+20mm/h×5.1h）を与えた。

気候変動降雨を与える際には、試験堤防 No.2 に設

降
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量
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h
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置した散水ホースを試験堤防No.1に移設し、合計 8

本の散水ホースを用いて 20mm/h 降雨相当の再現

し、気候変動を考慮した降雨を作用させた。このた

め、試験堤防 No.2 については、計画降雨後に散水

を終了しており、気候変動降雨は作用させていない。 

水位計や土壌水分計については、実験開始前か

ら観測を開始しており、実験終了翌日まで観測を続

けた。ポータブルコーン貫入試験は、

各法面の観測計器埋設箇所付近で各

試験段階で実施した。 

なお、本稿では、試験堤防 No.1 の

堤体内水位計、土壌水分計、ポータ

ブルコーン貫入試験についての結果

を整理した。 

 

4.2 堤体内浸潤面（図 4.2） 

堤体内浸潤面は図 4.1タイムスケジ

ュールの①～⑧の各試験段階で整理

しており、試験堤防 No.1 の主要な観

測測線 A と補助観測測線 Cの浸潤面

を併せて整理した。補助観測測線によ

る浸潤面は、観測側線 A と同様に推

移している状況が確認され、観測測線

A の浸潤面は妥当であると評価でき

る。 

➀観測開始時には、堤体内にはほ

ぼ水位が無い状態が確認され

た。実験前、降雨がない期間が

続いたことによる影響と考えられ

た。 

➁事前降雨の影響では、浸潤面に

顕著な変化は認められない。 

➂10mm/h×3h の降雨の影響では、

浸潤面に顕著な変化は認められ

ない。 

➃10mm/h×7h の降雨の影響では、

浸潤面は法尻付近で上昇し、堤

体中央部は低い状態が確認され

た。 

➄10mm/h×14h の降雨の影響で

は、浸潤面は堤体中央部でも上

昇し、ほぼ堤防満杯の状態となっ

ていることが確認された。 

➅ 10mm/h×21.3h （ 計 画 降 雨

213mm）の降雨の影響では、浸潤

面に顕著な変化はなく、➄の状

況と大きく変わらない。 

➆ 10mm/h×21.3h+20mm/h×5.1h

（気候変動を考慮した降雨 315mm）の降雨の影

響では、浸潤面が川裏側法肩でやや上昇して

いる状況が確認された。 

➇降雨終了後約 20h 後は、浸潤面の低下してい

る状況が確認された。 

 

 

図図 浸浸潤潤面面

降雨なし
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4.3 土壌水分計（図 4.3） 

土壌水分計より得られた体積含水率の変化

率コンター図を整理した。変化率は、体積含水

率の初期値を 0％、最大上昇時を 100％として、

各試験段階時の（体積含水率の値）/（最大値）

で計算した。体積含水率コンター図は、初期値

から体積含水率が上昇するにしたがって赤→青

に変化し、青は水分をより多く含むことを示す。

図 4.3には観測測線の水位観測による浸潤面

（図中水色線）を併せて示す。実験時の浸潤面

と体積含水率の変化について、以下に概要を示

す。 

①体積含水率は初期値を示す。 

②事前降雨による影響では、体積含水率に

顕著な変化は認められない。 

③10mm/h×3hの降雨の影響では、法面表

層でやや上昇している状況が確認された。 

④10mm/h×7hの降雨の影響では、堤体の

法尻付近から徐々に体積含水率が上昇

し、最大値に近い状態を示すことが確認さ

れた。 

⑤10mm/h×14hの降雨の影響では、全体の

体積含水率が上昇し、堤体中央部のみが

やや低い状態を示す。 

⑥10mm/h×21.3h（計画降雨 213mm）降雨の

影響では、体積含水率はほぼ最大値とな

る。 

⑦10mm/h×21.3h＋20mm/h×5.1h（気候変

動を考慮した降雨 315mm）体積含水率は

⑥から顕著な変化は認められない。 

⑧散水実験終了後約 20h後では、体積含水

率は堤体法肩付近から徐々に低下する状

況が確認された。 

 

4.4 降雨の影響によるｺｰﾝ強度と体積含水率
の関係（図 4.4） 

ポータブルコーン貫入試験は、原則として貫

入不可となる深度まで実施した。降雨の影響による

体積含水率の上昇とコーン強度の関係について整

理した。 

法面の粘性土のコーン貫入抵抗値は、➀散水実

験前（初期値）で 740～1990kN/m2（平均 1340kN/m
2程度）であった。①観測開始～②事前降雨後では

体積含水率の上昇は少ないが、490～1890kN/m2（

平均 1080kN/m2程度）とやや強度低下が見られる。

➃10mm/h×7hによる影響では、体積含水率は法面

表層で上昇しており、470～1900kN/m2（平均 1050k

N/m2程度）強度低下が確認され、➄10mm/h×14h

による影響では、250～1860kN/m2程度（平均 900k

N/m2程度）、➅10mm/h×21.3h（計画降雨 213mm）

による影響では、220～1860kN/m2（平均 880kN/m2

程度）、➆10mm/h×21.3h+20mm/h×5.1h（気候変動

を考慮した降雨 315mm）による影響では、230～153

0kN/m2程度（平均 720kN/m2程度）となる。コーン強

度にバラつきは見られるが、降雨が浸透するに従い

、法面強度が低下しており、特に最低値の低下が顕

著に確認された。 

また、コーン貫入深度より、降雨が浸透するに従

い、初期値貫入時に比べて貫入深度が深くなる傾

図図 体体積積含含水水率率ココンンタターー図図

降雨なし
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向がみられた。これは、降雨が深い位置まで浸透し、 

強度が徐々に低下していることを示す。 

 

5 まとめ 

散水実験で得られた結果を以下に示す。 

・法勾配 3 割の試験堤防に対して計画降雨

213mm及び気候変動降雨 315mm を作用させて

も、変状等は発生しなかった。 

・変状は発生しなかったが、計画降雨散水後以降

は法面が高飽和状態となっていた。（写真 4.1） 

・降雨に対する浸透挙動、及び法面強度の低下

状況を確認することができた。 

本散水実験で得られた結果を基に、H28 年被災

箇所を含めた釧路川中上流域の堤防断面の検討が

進められている。 

最後に今回の散水実験の実施にあたり、ご協力

いただいた施工会社の方々や、多くのご助言を頂い

た関係者の方々にこの場を借りてお礼申し上げます。 
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